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住宅等の耐震化の推進について 

 
 

（１）住宅等の耐震化の推進の必要性 
 

いつ起きてもおかしくない東海地震、首都直下地震 

◇東海地震は切迫 

◇首都圏は静穏期から活動期へ 
 

住宅等の倒壊による生命の危険性 

◇阪神・淡路大震災においては、犠牲者のうちの約８割以上が住宅
等の倒壊による圧死。住宅等の耐震化を推進することにより、

犠牲者を大幅に減らすことが可能。 

◇とくに、昭和５６年以前の建築基準法の旧耐震基準により建築さ
れた住宅の約６４％が大きな被害を受けており、昭和５６年以

前の住宅の耐震化が非常に重要。 
 
 
 
 
 
 
 

◇住宅の耐震化  

→阪神･淡路大震災では８割超が建物倒壊による圧死 

→耐震性を有していない住宅は約 1,300 万戸、全体の約３割(全国) 

→震災後倒壊した住宅のがれき処理も大きな問題 

(阪神･淡路大震災では１棟当たり約 330 万円を投入(神戸市)) 

→個人住宅の耐震化が急務 

◇公共建築物、学校等の耐震化  

→次代を担う子供たちが学び、避難場所に指定されることの多い小･

中学校等の54.1％、災害弱者が入所している社会福祉施設の32.8％、

被災時に多数の負傷者が運び込まれる医療施設の 43.9％について

耐震性に疑問。 

→学校等の公共建築物の耐震診断、耐震改修が急務 

国民の生命を守るため、住宅等の耐震化を推進することが急務 

参考資料１－１
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■阪神･淡路大震災の犠牲者

　阪神・淡路大震災における神戸市内の犠牲者のうち、建物倒壊等によ
り８割強が圧死。すなわち、建築物の耐震化を推進することにより、犠牲
者を大幅に減らすことが可能。
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　神戸市中央区の特定地域における木造住宅の悉皆調査によると、昭和
５６年以前に旧耐震基準により建築された住宅の約６４％が大きな被害を
受けており、昭和56年以前の住宅の耐震化が非常に重要である。
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■昭和５６年以前に建築された住宅の被害 

「平成 7年阪神･淡路大震災建築震災調査委員会中間報告」より作成 

「神戸市内における検死統計」(平成７年／兵庫県監察医)より作成 
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密集市街地において

は、倒壊家屋が避難

路・救助用道路を塞ぎ、

また、ひとたび火災が

発生すれば、倒壊家屋

が延焼を誘発する導火

線となり、一円に広が

る大規模火災が発生 

隣棟感覚が狭く、将棋

倒しとなった家屋 

避難路を塞ぐ倒壊家屋

のがれき 

■阪神・淡路大震災における住宅密集地の被害状況 
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　全住宅の約３割、約１,３００万戸が耐震性を有していないと推計されて
おり、緊急に対策を講ずる必要がある。

全住宅数
約４,４００万戸

Ｓ56年以前建築
約２,１００万戸

うち耐震性が不足
約１,３００万戸

緊急に耐震化を進める必要のある住宅数

■要耐震化住宅数 

平成 10年住宅・土地統計調査（総務庁）、国土交通省推計
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（２）住宅の耐震化の促進等に関する現在の取り組みについて 
 
１．国における現在の取り組み 
 
○ 国においては、耐震診断、耐震改修に対する補助制度、住宅金融公庫による

融資制度、耐震改修に関する住宅ローン減税制度により住宅の耐震化を促進。 
 
○ 住宅の耐震化の推進のためには、地震ハザードマップの活用等により住宅所

有者の防災意識の向上を図ることが重要。このため、平成１４年度補正予算

から広域の地震ハザードマップの作成、地方公共団体が作成する詳細な地震

ハザードマップの作成ガイドラインの策定に着手しており、本年度末を目途

にとりまとめる予定。 
 
２．地方公共団体における取り組み 

 
○ 静岡県、横浜市等においては、木造住宅を対象に耐震診断のための診断士の

無料派遣、耐震改修に対する補助、融資を実施。 
 【 耐震改修補助金上限額：静岡県 30 万円／戸、横浜市 540 万円／戸 】 
 
○ 横浜市等においては、平成１３年度に詳細な地震ハザードマップを作成・公

表しており、その結果、耐震診断、耐震改修の申請件数がほぼ倍増。 
  
３．新たな耐震改修手法等の検討について 

 
○ 平成１３年度に静岡県、平成１４年度に独立行政法人建築研究所において、

住みながら改修できる手法やローコストの改修手法など新たな耐震改修技術

の提案募集が実施され、民間から多数の提案がなされている。 
 
○ こうした新技術の導入等が円滑に図られるよう、国土交通省においては木造

住宅の耐震改修手法やその評価手法を検討し、平成 15年度中を目途に既存指
針の見直し等を進めていく予定。 

    
○ また、内閣府では、国土交通省と連携し、住宅の耐震性に応じた震災時にお

ける避難行動のあり方、耐震家具の導入等住宅の耐震化以外の方策に関する

検討などを行い、平成 15年度中を目途に結論を得る予定。 
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住宅・民間建築物の耐震化を促進するための国における支援策 

（※）密集住宅市街地整備促進事業を除きＳ56 年以前に建てられたものに限定。 
 
１．補助制度 
（１）耐震診断 
  ①公共住宅等供給効率化事業（国土交通省） 
     ・補助率：国 1/2（地方公共団体が実施の場合） 
          国 1/3＋地方 1/3（地方公共団体以外が実施の場合） 
     【平成 15 年度予算額：事業費 98 億円の内数 国費 44 億円の内数】 
 
  ②市街地再開事業等（市街地総合再生基本計画）（国土交通省） 
     ・補助率：国 1/3 
 
（２）耐震改修 
  ①密集住宅市街地整備促進事業（国土交通省）・・・・・・・・（※） 
     ・補助率：国 7.7％＋地方 7.7％ 
     【平成 15 年度予算額：事業費 303 億円の内数 国費 150 億円の内数】 
 
  ②耐震型優良建築物等整備事業（国土交通省） 
     ・補助率：国 1/6＋地方 1/6(10 名以上の区分所有建築物等) 
          国 6.6％＋地方 6.6％(耐震改修促進法の認定を受けたもの) 
     【平成 15 年度予算額：事業費 2,013 億円の内数、国費 673 億円の内数】 
 
２．融資制度 
（１）日本政策投資銀行等政府系金融機関による一般建築物の耐震改修工事に対す

る融資 
     ・政策金利Ⅰ（1.65％（貸付期間 15 年(うち据置 3年)の場合） 
     ・融資比率 30％ 
 
（２）住宅金融公庫による住宅の耐震改修工事への融資 
     ・基準金利（2.20％（但し 11 年目以降は 3.5％） 
     ・融資限度額 1,000 万円 
 
３．住宅ローン減税制度 
 住宅に対する一定の耐震改修工事が、住宅ローン減税制度の対象となる。（10

年間、ローン残高の１％を所得税額から控除） 
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静岡県
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プロジェクト「ＴＯＵＫＡＩ－０」実施事業 
（建築安全推進室、住まいづくり室） 

１ 目 的 

  予想される東海地震から住宅の倒壊を防止するため、専門家による耐震診断と耐震補強

補助制度（⑭創設）等を活用し、倒壊の危険性の高い既存木造住宅の耐震化を促進する。 

  

２ 計 画 

 (1)  ｢わが家の専門家診断｣の実施（目標 20 万棟：⑬～⑰） 

   ア 実施計画 

     (ｱ)  実  績 20,915 棟（⑬10,293 棟、⑭10,622 棟） 

    (ｲ)  ⑮計画 20,000 棟 診断委託単価３万円/棟（⑭１万円/棟） 

  イ 「静岡県耐震診断補強相談士」の養成・登録：3,971 人（⑬3,372 人、⑭599 人） 

 (2)  木造住宅耐震補強助成事業の実施（目標 1万棟：⑭～⑱） 

   ア 補助制度の概要等（平成 14 年 4 月 1 日、県の要綱施行） 

    (ｱ) 補助金：１棟 30 万円（県費限度額） 

    (ｲ) 対 象：昭和 56 年５月以前に建設した木造住宅で、倒壊の危険性が高い住宅 

          （耐震評点 0.7 未満を 1.0 以上に補強する場合） 

   イ 実施計画 

    (ｱ)  ⑭実  績        254 棟（３８市町） 
    (ｲ)  ⑮計  画    2,250 棟（９月末までの申込：３８市町３８６件） 

 (3) 住宅の建替えに対する支援（目標 1万件：⑭～⑱） 

   ア 支援制度の概要等(平成 14 年 7 月 1 日改正) 

    (ｱ) 内 容：個人住宅建設資金利子補給制度により、公庫上乗せ民間ローン借入金に対

して利子補給(通常型に比べ利子補給率を約１％アップ) 

    (ｲ) 対 象：昭和 56 年５月以前に建設した木造住宅で、倒壊の危険性が高い住宅（耐

震評点 0.7 未満）の建替え 

   イ 実施計画 

   (ｱ) ⑭実  績        2 件 
   (ｲ) ⑮計  画  2,000 件 

  (4) 住宅直し隊の育成と関係団体のネットワーク化の整備（⑭、⑮）     

  ア 大工・工務店、建築士事務所等と連携し、住宅直し隊の担い手を育成し、登録 

  イ 各団体と連携し地域ごと講習会を開催（⑭ 20 会場 2,567 人登録、⑮ 2,000 人を目標）  

 ウ 民間建築関係１０団体により県木造住宅耐震化推進協議会が設立（８月６日）され、

当協議会に対し、県民への働きかけや、市町村の相談業務の支援などを期待する

とともに各地域での組織化も促す。 

  (5) 耐震補強工法の新技術の収集と普及 

    ホームページ「耐震ナビ」による工法の常時情報収集・閲覧 

     （平成 14 年１月から 15 年９月末までのアクセス件数：約 60,000 件） 

  (6) 広  報    

    ア  県の重点広報事業：ラジオ番組｢こんにちは県庁です｣、テレビＣＭ等でＰＲを実施 

    イ  今後も、官民協働のシンポジウムの開催、県政さわやかタウンミーティングの開催、補強 

    工事の標準図を作成すると共に、分り易いパンフレットなど活用し積極的にＰＲを実施 
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横浜市
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耐震化推進のための地震ハザードマップの整備 

 
 

【 目  的 】 
きめ細かな地震ハザードマップ(想定地震による震度分布等)の作

成･公表等により、被災時における住民･行政等の避難活動や救助活動

などについてより実践的な計画策定のために活用とするとともに、建

物所有者等の自覚を促して耐震化の潜在需要を喚起し、現行の耐震基

準を満たしていない住宅･建築物の耐震化を効果的に推進する。 
 
【 施策概要 】 
モデル地域を選定し、その地域におけるきめ細かな地震ハザードマ

ップを作成･公表することによる耐震化促進の効果を、当該地域の住

民や建物所有者へのアンケートなどを通じて検証･評価し、今後の効

果的な耐震化推進策をとりまとめる。 
 

≪ 地震ハザードマップのイメージ ≫ 
 

 
 
 
 
 

地域全体の震度分布 地域中央付近の詳細な震度分布 

 

詳細 

50m四方という詳細な単位で地震分布が分かる。 
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○ 横浜市では、平成１３年８月に地震マップを発行して

以降、木造住宅耐震診断の件数、木造住宅耐震改修申

請件数が急増している。 
 
 
 

木造住宅耐震診断件数 

平成 10 年 平成 11 年 平成 12 年 平成 13 年 

1,079 937 950 1,800 

 
 
 
                  急増 
                  
 
 
 

木造住宅耐震改修申請件数 

平成 11 年 平成 12 年 平成 13 年 

32 70 137 

 
 

              急増 
              
 
 
 
 
 
 
 

（参考） 


